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本研究では，愛媛県松山市の市街地形成過程を研究対象とする．市南部の郊外地域に着目し，都市計画意図
と交通ネットワーク整備の観点から，昭和期における市街地拡大過程について考察する．さらに市街地形成過
程の分析結果をもとに，スプロール防止の観点から当時の計画思想の評価を行う．
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1. はじめに

(1) 目的と背景

戦後の高度経済成長期，日本の都市の多くで人口増

加とともに都市化の圧力が高まり，市街地拡大が進ん

だ．土木技術の発展によって長距離交通ネットワークが

整備されるに従って点在する都市圏同士が結ばれ，一

体的な都市圏を形成するに至った．一方人口減少時代

に突入した現在，モータリゼーションに迎合して一見

すると無秩序に拡大したように見える都市圏を今後ど

のように計画的に政策誘導し，都市経営コストを最適

化するのかが広く議論されている．その議論の前提と

して，戦後日本におけるコナベーションないし都市圏

の拡大過程の始原において与件とされたインフラの整

備状況と，ネットワークの形態論的な観点から都市区

域の拡大に対して考察を加えることが重要であると考

え，当時の都市計画思想や交通インフラの整備過程に

ついて綿密に調査し分析することを試みる．

本稿では，愛媛県松山市南部を研究対象とした（図 1

参照）．平成 22年に行われた国勢調査によると，松山

市の人口は 517,231人であるが，DID（人口集中地区）

内人口は 428,201人となっているほか，1990年代以降

は中心部で高層マンション建設が進み，コンパクトな

都市構造を維持しているものの，市域の外側では大型

ショッピングセンターの建設等によるスプロール化が進

み，中心市街地にかつてのような賑わいは見られない．

そこで，本稿では現在の市街地の原型が概ね完成する

に至った昭和期に着目し，都市計画審議会の議事録など

を参照しながら 1)，鉄道と道路という交通ネットワー

クの整備が公的討議を通した市街化区域の拡大にどの

ような影響を与えたかを明らかにすることを試みる．

(2) 既往研究及び本研究の位置づけ

都市計画審議会や議会などの議事録に基づき，計画

者側の観点から都市史について研究したものとしては

山口の昭和初期の神戸背山の開発について，その関連

主体の意図を読み解いた研究 2)や，石橋らによる福岡

市政の都市戦略の転換に関する研究 3)などがある．さ

らに，山口らによる戦前期大阪における公園道路の形

成過程に関する研究 4)は，新聞記事や都市計画審議会

の速記録をもとに景観形成過程の詳細を明らかにして

いる．交通ネットワークの整備が都市形成に与えた影

響に関する研究としては，為国の渋谷の形成と鉄道の

関連の研究 5)や，田中らの鉄道整備が宇治市の都市景

観や都市生活に与えた影響についての研究 6)などがあ

る．また，松山市の都市形成について扱った研究には，

福山らによる，松山市中心部の街路ネットワークの歴

史的変遷を「近接性」と「媒介性」という指標を用い

て定量的に分析した研究 7)，や，芝原らの，道後地区

の都市組織の変容をネットワーク解析によって明らか

にした研究 8) などがある．

本稿では，今まであまり取り扱われてこなかった戦

後日本の地方都市における鉄道と道路のネットワーク

形成と中心市街地と郊外のコナベーションの関連に着

目して分析し，市街化区域設定などの都市計画と交通

ネットワーク整備と都市構造の変化についての因果関
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図–1 研究対象地域全図（1931年国土地理院発行 1/25000地形図に筆者加筆）

係を明らかにする．

(3) 本論文の構成

まず都市計画審議会議事録における公的討議に着目

し，道路整備や市街化区域設定がどのように論じられ

たかを整理した上で，松山市における都市計画意図の

変遷を読み解く．次に松山市のインフラ骨格の変遷に

ついて道路ネットワークと鉄道ネットワーク整備を中

心に整理し，歴史的資料 9),10),11),12)や国勢調査のデー

タ，都市計画に用いられた当時の地図等を活用して対象

地域のコナベーション過程を精査し，都市計画意図や

交通ネットワーク整備と市街地形成の関連性を明らか

にする．

2. 都市計画審議会資料と都市計画意図

本章では，今回の研究の基礎資料として用いた都市

計画審議会の議事録の概要を整理し，松山市における

都市計画意図の変遷を道路ネットワーク整備と市街化

区域設定の２つの観点から分析することを試みる．

(1) 資料概要

都市計画審議会議事録は，松山市ホームページ上で公

開されているもの 1)を利用した．研究対象として 1928

年（昭和 3年）～1989年（昭和 64年）の期間の議事録

を扱い，期間内に開かれた計 169回分の審議会議事録

について，都市形成に関連する部分を抽出した．

1 新都市計画法施行による

都市計画審議会の歴史は，1919年（大正 8年）に旧

都市計画法が定められ，都市計画が内務省主管となっ

た際に，その決定にあたって審議を行う機関として内

務省に都市計画中央委員会（昭和 16年廃止），さらに

出先機関として各地方に都市計画地方委員会が設置さ

れたことに始まる．地方委員会は有識者や県議会議員

からなる「委員」と都市計画課長などの行政の専門家

からなる「幹事」によって構成されている．松山市は

1927年（昭和 2年）12月 14日付の勅令をもって都市

計画を実施すべき市に指定され，翌年の 1928年に第 1

回愛媛都市計画地方審議会が開催された．その後新都

市計画法の制定と旧都市計画法の廃止（1968年）まで，

旧法下での約 40年間で計 87回の審議会が開催された．

新都市計画法では，高度経済成長下での人口増加に伴

う都市化圧力の高まりに対応して，市街化区域と市街

化調整区域の線引き制度が導入され，都市計画の決定

権限は中央から地方へと移管された．以降，都市計画

審議会議事録の内容について，都市形成に関連する分

析を行う．

(2) 審議会議事録から読み解く都市計画意図

a) 戦前・戦後復興期（1928～1959）基本市域の形成

先に述べたように第 1回審議会が 1928年に開催され

た後，1934年 7月に開かれた第 5回審議会では，松山

市都市計画街路について議論された．当計画では市内

47路線，延長 92kmに及ぶ主要街路の「起点」・「終点」

が決定され，市中心部と連絡すべき郊外地域は南江戸，

姫原，松末，南立花，針田の 5地域が設定されて今回
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表–1 都市形成に関連する松山市都市計画審議会の主な議事

年度 回 議事 備考 人口（人）

1929年 3 都市計画区域決定 松山市に道後湯之町と桑原村を加えた都市計画区域が決定 83600

1934年 5 都市計画街路決定 47路線の街路計画が決定 88500

1946年 14 復興都市計画街路決定 戦前の街路計画を全廃 138019

1959年 39 都市計画区域変更 都市計画区域の拡張 237474

1965年 66 都市計区域変更 都市計画区域へ石井村，浮穴村，小野村を編入 282651

1965年 68 都市計画街路変更 街路計画の大幅見直し，松山環状線事業決定 282651

1971年 91 広域土地計画区域変更 都市計画区域・市街化区域の拡張 331389

1973年 17 広域都市計画道路変更 国道 11号，33号，56号の概形が決定 348062

1980年 56 広域土地計画区域変更 都市計画区域・市街化区域の拡張 401703

1988年 80 広域土地計画区域変更 都市計画区域・市街化区域の拡張 437829

市町村名 編入年度

興居島村 1954年 2月

余土村 1954年 10月

久米村，湯山村，伊台村，五明村 1955年

浮穴村 1959年

小野村 1961年

石井村 1962年

久谷村 1968年

表–2 戦後松山市に編入された市町村（昭和期のみ）

対象とする旧余土村，旧石井村，旧久米村は街路計画

に組み込まれていないことが明らかとなった．

終戦直後の 1946年 6月に開かれた第 14回審議会で

は，松山復興都市計画街路に関して審議が行われ，戦

前の街路計画を全廃し，新たな復興都市計画街路を制

定した．決定された街路の中で高い等級とされたのは

市中心部の路線がほとんどであり，郊外と連絡する長

距離路線として見るべきものは国鉄駅前と堀江地区を

結ぶものくらいであり，郊外と城下の連絡が重視され

ていなかったことが明らかとなった．さらに 1949年 3

月に開かれた第 18回審議会では，道後と三津浜を結ぶ

路線が「重要路線」として位置づけられ，生産再建整

備都市計画事業に指定されるなど，市中心部からの長

距離道路ネットワーク整備においては，当初港湾との

連絡が優先された．

1959年 6月に開かれた第 39回審議会において松山

都市計画区域が拡張・高度化されることになる．委員

からは石井村が都市計画区域から抜けていることに対

して指摘があり，石井村を含めるべきであるという意

見がでたが，合併交渉が難航しているために見送られ

るなど周辺町村との合併問題が重要なテーマであった

ことがうかがえる．（松山市の合併経緯については表 2

参照）．

b) 高度経済成長期（1960～1977） 骨格の形成

1962年に石井村と合併した松山市は，1965年 1月に

開かれた第 66回審議会において，前回の都市計画区域

制定時に未編入だった旧石井，浮穴，小野の各村を都

市計画区域に追加するとともに，同年 8月に開かれた

第 68回審議会では，都市の発展の趨勢を鑑みて都市計

画用途地域を変更したほか，道路計画も大幅に変更し，

国道 11号，33号，56号の街路計画について見直しが

行われ，路線距離が延長されるとともに，郊外と城下

を結ぶ放射道路の街路計画における等級も上げられた．

さらに松山環状線も計画決定され，より広域な道路ネッ

トワークの整備を始めていくことが決定された．

新都市計画法施行後，1971年 5月に開かれた第 8回

審議会では市街化区域の線引きの途中経過について審

議会へ報告が行われた．以下，当時の議論の一部を引

用する．13)

第 8回都市計画審議会 第 30号議案

幹事：やはり全般的には、“市街化区域にせよ”、との声

が非常に大きいので、範囲が広がるだろうと想定していま

す。

（中略）

委員：松山のように市街地ができて、ほとんど家や倉庫が

建ってきているところに 2 割や 3 割の農地をおいていても

仕方がないんじゃないか。それを調整区域にしてしまって

いる。農家が言うのは 4 反あって平均して 3 反の耕地がな

くなっているのに、調整区域にされたのでは困る。後で土

地を売ることもできず、家を建てることもできない。

以上のように，市街化区域の線引きに関しては，市

民から「市街化区域にせよ」という意見が多く，委員

からも半端に残っている農地は市街化区域に入れよと

いう声が上がり，第 1回線引きの際には市側が妥協を

進めて素案から市街化区域を拡大させて確定にこぎつ

けたことが読み取れる．1971年 8月に開かれた第 9回
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審議会では 7150ha（うち松山市分 5840ha）に及ぶ市街

化区域が決定され，1220ha の既成市街地を核として，

国道周辺の用地に市街化区域が設定されたほか，余土，

石井，久米の諸地域も新たに市街化区域に組み込まれ，

新規に開発すべき住宅地として桑原，石井，余土地区

が指定されたが，委員からは以下のような批判があっ

た．14)

第 9回都市計画審議会 第 38号議案

委員：この計画は、本当に住民を中心とした将来の都市計

画という点に起点があるのではなく、国が法律を改正して、

これを受けて県が行わねばならないという視点から進めた

ものである。理由は市街化区域及び市街化調整区域の計画

書、例えば人口、産業の問題にしても将来の希望的な観測で

ある。（中略）先ほどの説明のように「大きいことはよいこ

とだ」という物の考え方は、大きく分化されて変わろうと

している。そういうものが計画に加味されてない。（中略）

こういうむちゃな法律、しかも財政的な措置がひとつもな

されていない都市計画、その角度から言っても、住民サイ

ドから見ると、まったく迷惑千万なものである。

委員：この都市計画法はスプロールを防ぐ計画的な都市施

設を拡充してゆくことである。（中略）そういう実態になっ

ても都市生活が営まれるような道路、公園、下水が整備さ

れるならば非常に救われるが、この計画の中に松山の下水

道をどのようにして具体的な予算をどうするのか。しかし

計画を見ると、どれもこれも全部こうありたい、希望する

ということで本当に意思が明らかになっていない。

このように，1971年の第 1回線引き当時，委員から

妥協によって市街化区域を素案から拡大したことに対

して，下水道整備や公園整備など，都市経営コストの観

点から批判があったことは特筆すべきことである．さ

らに 1973年 12月の第 20回審議会では国道 11号，33

号，56 号が大幅に延長された上で都市計画決定され，

現在の松山市内における国道ネットワークの概形が決

定した．

c) 昭和後期（1978～1988）都市化の対応

1978年には都市化の急激な進展に対応して約 505ha

が風致地区に指定され，1980年 3月に行われた第 56回

審議会では市街化区域について線引きが見直され，国

道 11号線沿いの桑原，久米に平井地区を加えた一帯の

地域が市街化区域として設定されるなど，松山市の市

街化区域は 6318haとなった．以下に当時の議論の一部

を示す．15)

表–3 松山市市街化区域の拡大

年度 市街化区域面積

1956年度（昭和 31年度）2 1453.0ha

1965年度（昭和 40年度）3 3427.4ha

1973年度（昭和 48年度） 5840.0ha

1980年度（昭和 55年度） 6318.1ha

1988年度（昭和 63年度） 6470.0ha

第 56回都市計画審議会 第 344号議案

委員：松山市の市街化区域の現在の面積が 5,840ha で、そ

のうち利用されていない農地等が21％（1,226ha）ある

が、残っているこれらは市街化促進すべき地区であるが（10

年も経過しているが）これらをどう指導していくか。

事務局：土地利用基本計画を策定し、国の方針により指導

してゆくが、個人の財産でもあり、また税制上の諸問題も

あって現在困難な問題であるが国と協議の上検討したい。

委員：線引見直しが遅延したことについてどのように考え

ているか。全国では拡大率が 4.9％、県では9.6％となって

いるが、どうしてこのようになったか。

事務局：全国では 46 年に 280 都市が線引を実施し、54 年

12 月末で線引見直しを実施したのは 166 都市となってい

る。拡大率は、人口密度、工業出荷額等から考えても適当

と考えられる。人口密度は77人であり，中央審議会では 80

人と答申している。

このように 2度目の線引きでもさらなる市街化区域

の拡大について疑義が呈されたが，行政側からは市街

化区域の人口密度を 77人/haとしていく上で妥当であ

るという答申があった．さらに 1988年 3月の第 80回

審議会では再度線引きの見直しが行われ，市街化区域

は 6470haとなり，その中に 50.1万人を収容すべきで

あるとした．

(3) 小結

本章では都市計画審議会での議論の分析を行った．上

述の通り，昭和期の松山市における都市計画は以下の

ように大別できることが明らかになった．

• 戦前期：三津浜や高浜などの外港とのつながりを
意識した都市計画が推進され，城下に重心をおい

た街路計画が策定された．

• 戦後復興期：既存市街の復興と区画整理を行い，城
下と港湾との連絡を優先した街路計画を実行した．

• 高度経済成長期：編入した郊外諸地域を市街化区
域に組み込み，放射バイパスと環状道の整備を進

2 都市計画審議会議事録　議第 506 号に依った．
3 1965年度については便宜上用途区域を市街化区域として扱った．
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めるなど郊外地域での道路ネットワーク整備を急

速に進めた．

• 昭和後期：さらに続いた人口増加に対応し，人口密
度を基準に市街化区域が拡大されたものの，拡大

にあたって設定した人口密度は達成されていない．

特に市街化区域の線引きに関しては議論が活発に行わ

れ，「市街化区域にいれてほしい」という市民の意見に

妥協して市街化区域を拡大することに対して，スプロー

ルを引き起こし財政的な負担が生じるだろうという意

見が存在したことを明らかにした．また，線引き見直

しの際に行政側が掲げた 77人/haという市街化区域の

人口密度目標に関しては，2015年 4月 1日現在達成さ

れていない（63.55人/ha）．

3. 昭和期の松山市の骨格変遷

本章では，計画された道路ネットワークの整備過程

について確認しながら，審議会において批判の多かっ

た市街化区域設定という都市計画意図が実際に市街地

形成にどのような影響を及ぼしてきたのかを検討する．

松山城 国道
主要県道
（旧国道）

2km

国道 11 号線
（1982 年完成）

国道 33 号線
（1982 年拡幅完了）

国道 56 号線
（1978 年完成）

県道 334 号線（旧国道 11 号線）

南部環状線
（1974 年完成）

県道 326 号線
（旧国道 56 号線）

県道 16 号線

図–2 研究対象地域の主要道路とその完成時期

図 2には研究対象地域における主要な道路ネットワー

クを示した．以降，松山市の骨格の変遷について，「戦

前」「戦後復興期」「高度経済成長期」「昭和後期」に分

けて詳述する．

(1) 戦前・戦後復興期（1928～1959）

戦前の松山市南部の骨格の変化は，主に鉄道によって

もたらされた．1887年に設立された伊予鉄道は，1889

年に平井河原線（松山～平井間 6.9km）を旧街道に沿っ

て開通させ，中心市街地の南部に位置する立花地区と，

旧街道沿いに点在する久米，平井両地区が鉄道によっ

て連絡された．1896年には，これも旧街道に沿う形で

森松線（全長 4.4km）が開業し，立花から石井を経て，

森松までが結ばれた．1897年には，南予鉄道によって

藤原～郡中間（全長 10.7km）に鉄道が開業し，市内か

ら余土，松前，郡中地区までが鉄道でつながれるなど，

明治後期には既に松山市南部の諸地域と松山市中心部

が鉄道によって連絡されるに至った．大正・昭和戦前期

については，いくつかの鉄道駅が新設された以外に大

きな動きはなく，明治期に形づくられた鉄道ネットワー

クの骨格は維持された．道路ネットワークに関しては

大きな動きはなく，城下と郊外の接続関係においては

鉄道ネットワークが主たる役割を担っていたといえる．

終戦後直ちに進められた戦災復興土地区画整理事業

では，既存市街地 346.1haの区画整理が行われた．事

業内には 20本に及ぶ街路計画も含まれ，中心市街地で

は秩序ある道路ネットワークが整備された．1964年ま

では戦災復興事業が中心に行われたため，鉄道・道路

ネットワーク双方について郊外地域に新規に展開され

たものは少なかった．

(2) 高度経済成長期（1960～1977）

昭和 40年代に入ると戦後すぐに策定された街路計画

が見直され，南部への放射道路である国道 11号，33号，

56号と，松山環状線の概略が決定した．また鉄道網に

ついては，1965年に森松線が廃止されたものの，松山

と久米を結ぶ横河原線では北久米駅，鷹ノ子駅，田窪

駅が 1967年に，福音寺駅が 1968年に開業し，さらに

1967年には横河原線が全線電化され，所要時間が 10分

以上短縮されたほか，運転間隔も 1時間から 30分とな

り，郊外鉄道の利便性が向上した．

(3) 昭和後期（1978～1988）

1970年代に入ると郊外部における道路事業が本格化

し，1974年には旧 11号から 56号までを結ぶ南部環状

線が完成，1978年に国道 56号バイパスが全通し，森

松線跡地を利用した国道 33号の拡幅事業と国道 11号

バイパスは 1982年に完成するなど，急速に道路ネット

ワークが変化した．

表–4 松山市の主要道路整備時期

街路名称 幅員 (m) 事業開始 事業完了

新国道 11号線 24 1966年 1982年

新国道 33号線 24 1966年 1982年

新国道 56号線 24 1967年 1978年

南部環状線 28 1966年 1974年

(4) 小結

明治期において概形が完成した郊外鉄道網は，森松

線を除いて昭和期においても維持され，高度経済成長

期の人口増加と市街地の拡大に呼応して既存の駅の間

に鉄道駅が増設され，電化等の改良を経て利便性が向上

した（図 3参照）．道路網に関しては，戦災後に区画整
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新設鉄道駅

図–3 伊予鉄道郡中線・森松線・横河原線の変遷

松山市中心部

伊予
鉄道
郡中
線

国道
56 号
線 伊

予
鉄
道
森
松
線

国
道
３
３
号
線

伊予鉄道横河原線
国道 11 号線

松山城

余土村 石井村 久米村

1km 2km 3km 4km

(81940 人 )

(2974 人 ) (5011 人 ) (4354 人 )

図–5 研究対象地域簡略図（人口は昭和 10 年度国勢調査に
基づく）

理が行われ，既存市街地の道路網が整えられたあとで，

高度経済成長期に入ってから郊外長距離放射路線や環

状道が計画されるに至ったが，実際に南部における放

射バイパス道路が完成したのは 1970年末から 1980年

初頭であった．

4. 松山市南部におけるコナベーションの進展

松山市は他の都市の例にもれず戦後の高度経済成長

期に人口が急激に増加した．その際生じた都市化圧力

は既成市街地の南側に広がる平野部に波及し，急速な

宅地化が進み，現在では市の南部に人口密度の高い地

域が分布している（図 6参照）．しかしながら，中心部

の南側を流れる石手川以南にはかつて田園地帯が広が

り，昭和中期に至るまでは別の町村であった．本章で

は，先述した通り (1)旧余土村周辺，(2)旧石井村周辺，

そして (3)旧久米村周辺を対象として（図 5参照），コ

ナベーション過程の分析を行う．

(1) 旧余土村

a) 余土村の概史

余土村は松山市の南西部に位置していた．1896年に

は南予鉄道によって余戸駅が村の中心部に設置された．

1954年に松山市に余土村は編入された．松山市が余土

村の編入を必要とした理由として，「地勢，交通，産業，

文化等松山市と密接な関係を有し」，「殊に松山市上水道

の水源については同村と相即不離の状態にあり」，「余土

村が松山市の郊外衛星村の状態にある」ことが挙げら

れていた．16)また，合併時に余土村から国道（現県道）

の舗装工事を推進し，地区内に国鉄の駅を設置するよ

う松山市に要望があった．編入時点での余土村の人口

は 3925人であり，松山市の人口は 170574人であった．

b) コナベーションの進展過程

松山市の南西部に位置する本地域では，1965年に土

居田駅の周辺地域が住居地域に指定されると，1970年

には土居田駅より市中心部寄りの地域の多くがDID化

した．1973年には余土地域を包含した市街化区域が設

定され，余戸駅周辺は近隣商業地域に，旧街道沿いを

中心とした地域は住居地域に，土居田駅から余戸駅に

かけての郡中線南東方面の地域は第 1種住居専用地域

に指定された．

1975年までは余戸駅を核としながら，旧街道沿いを

中心に市街地形成が進んだが，1978年に新 56号バイ

パスが完成すると，1980年に改訂された用途地域指定

では住居地域が新 56 号バイパス方面に向けて拡大さ

れ（図 7参照，新たに拡大した地域は斜線によって示し

た），1980年から 1985年にかけては旧道と新 56号バ

イパスの間を埋めるように市街地が拡大し，1990年時

点で新 56号バイパスの南側もほとんどが DID化した．
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図–4 対象地域の市街地形成過程に関連する出来事と DID拡大過程

このように，余土地域では，松山市との合併後もし

ばらくは駅周りの旧市街を核として市街地が拡大した

が，1978年の新 56号バイパス完成後はバイパスの方

へと市街地が拡大し，1980年頃には旧道・新道間のほ

とんどが市街化し，松山市中心部と一体的な市街地を

形成するに至った．バイパスを軸とした市街地拡大は

その後も進行し，1990年時点では，市街化区域に指定

していないにもかかわらずバイパス以南の地域が DID

化した．

(2) 旧石井村

a) 石井村の概史

石井村は松山市の南部に位置していた．1896年には

伊予鉄道森松線の開通に伴って石井駅が設置され，1957

土居田駅

新国道 56 号線

旧国道 56 号線

一般県道
国道
伊予鉄道

250ｍ

余戸駅

鎌田駅

図–7 昭和 55年度発行用途地域指定図（余土周辺，松山市保
管のものに筆者加筆）
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松山城

図–6 松山市の人口密度分布（平成 22年度国勢調査に基づく）

年に愛媛県知事によって松山市と石井村，小野村，浮

穴村 3村との合併勧告が出されるが，石井村との合併

交渉は一部村民の強い反対により難航した．1959年に

石井村よりも南部に位置する浮穴村の編入が実現する

と，石井村は飛び石状態となった．1961年に小野村も

松山市に編入され，翌 1962年に至ってついに合併交渉

が合意に至った．編入を必要とした理由としては，余

土村と同じく「地勢，交通産業文化等松山市と密接な

関係を有し」ていることとされ，17)編入時点での石井

村の人口は 8131人であり，松山市の人口は 245648人

であった．

b) コナベーションの進展過程

1965年に小野川以北の地域が住居地域に指定される

と，1970年には立花地区から小野川以北まで，国道 33

号線沿線地域が市街化した．1973年には石井地区も市

街化区域に設定され，33 号線沿線地域は住居地域に，

それ以外の石井地区の大部分は第 1種住居専用地域に

指定された．1975年になると旧石井村や居相といった

既存の集落を核として DID化が進み，国道 33号線の

拡幅工事がほとんど完了した 1980年には DIDが飛躍

的に拡大，33号以西の地域に関しては 1973年に設定さ

れた市街化区域全域がDID化した．このことは，1973

年の都市計画審議会において「新規に開発すべき住宅

地」として石井地域が指定されたことにも起因すると

考えられる．その後，1985年～1990年にかけて旧石井

村の南部方向に市街地がさらに拡大した.

(3) 旧久米村

a) 久米村の概史

久米村は松山市の南東部に位置していた．1893年に

伊予鉄道が平井河原線を開業すると同時に同村には久

米駅が設置された．1955年，松山市に湯山村，伊台村，

五明村とともに編入され，合併において久米村からは

横河原線立花―久米間に中間駅を設置すること，国道

（現県道）の舗装を推進することが要望として出された．

編入時点での久米村の人口は 5829人であり，松山市の

人口は 174499人であった．

b) コナベーションの進展過程

1965年の用途地域指定では久米地区は住居地域とし

て指定されず，1970年時点では久米地区はDID化して

いない．しかし 1973年に市街化区域が久米地区を含め

た市南東部一帯に設定されると，1975年では福音寺～

久米間の旧街道沿い，旧久米村周辺とその南部が DID

化した．1980年には旧街道の北側のDID化が進み，松

山市東部の市街地と一体化した一方，同年の用途地域

指定では図のようにすでにDID化の進行していた久米

村南部の地域や，久米駅以東の旧街道沿いの地域も市

街化区域に指定された（1973年度と比較して新たに拡

大した部分は斜線によって示した）．さらに 1985年や

1990年にかけては 1982年に開通した新国道 11号線を

またぐようにして DIDが拡大した．

(4) 各地域のコナベーション過程の比較と考察

本節では以上の議論をもとに，各地域のコナベーショ

ン過程を比較し考察する．図 9を見ると，最も市街地
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図–8 昭和 55年度発行用途地域指定図（久米周辺，松山市保
管のものに筆者加筆）

拡大が顕著であった 1970年代において，各地域で市街

地拡大の様相が異なっていることが読み取れる．余土・

久米両地域においては，旧余土村と旧久米村を中心と

する地域と，伊予鉄道郊外線と旧街道を軸としたその

周辺地域のみが市街化しているのに対し，石井地域に

ついては国道 33号線の西側の広い範囲がスプロール気

味に市街化していることが分かる．

a) 余土地区と石井地区

上述の通り石井地区では 1965年にモータリゼーショ

ンの進展にともなって鉄道が撤退したが，松山市発行

の都市計画図 20)21) によると，1960年代に県営・市営

団地が国道 33号線の西側に急速に形成され，1973年

の市街化区域設定では，都市計画審議会で「新規に開

発すべき住宅地」として定められたように，国道 33号

線の西側一帯が第 1種住居専用地域に指定された．こ

のように，石井地域周辺では鉄道撤退後も人口増加が

急速に進み，行政主導で国道西側の大規模な用地を活

用して宅地開発が進められ，国道 33号線を軸とする自

動車交通やバス交通に依存した地域が形成された．

一方，余土地域と久米地域については旧街道に沿って

走る鉄道路線が維持され，昭和期における人口増加の

局面に突入してもなお，1980年頃までは図 9に見られ

るように鉄道と旧市街沿いの地域を軸として市街化が

進み，石井地区とは異なり市街化区域の設定も鉄道・旧

街道沿いにとどまっている．余土地域に関しては,1973

年に石井地区と同じく「新規に開発すべき住宅地」に

定められたが，区画整理事業，団地整備や公園整備な

ど，行政による宅地転換はほとんど行われず（旧石井

村内の都市計画公園が 6つであるのに対し，旧余土村

内は 0である），人口増加の勢いそのままに市街化が

進み，前述のように 1990年には市街化区域の外側まで

DID化した．

b) 久米地区と伊予鉄道

余土・石井両地区と異なり，旧国道 11号線と伊予鉄

道横河原線を軸とする久米地区における市街地形成に

は，伊予鉄道が大きくかかわっている．「伊予鉄道百年

史」12)によると，久米地区をはじめとする松山市東部

地区と松山市中心部を結ぶ伊予鉄道横河原線は，1967

年時点でディーゼル機関車による 1時間間隔運転で利

便性が著しく低く，モータリゼーションの進展によっ

て鉄道経営が圧迫されていたほか，「松山市駅を中心と

して放射線状に伸びる鉄道各線のうち，横河原線沿線

が一番開発が遅れていた」18)．そこで伊予鉄道は同年

「横河原線を電化し，適所に停車場を増設して，沿線開

発を積極的に推進」18)することを決定し，実際に 1967

年 9月に全線電化を完了させて時間距離を短縮し，発

車間隔も 30分に改善した．以下，電化工事完了時に当

時の伊予鉄道社長宮脇先氏が行ったあいさつを引用す

る．19)

現在わが国の地方私鉄の鉄道線につきましては，年ごとに斜

陽化の傾向を強めておりますが，当社の場合も例外ではあ

りません．（中略）当横河原線の場合も営業成績が年間 3000

万円の赤字を余儀なくされています．その原因は申すまで

もなく，経済の急激な発展と共にモータリゼーションとい

いますか，自動車の普及が進み，さらに都市への人口集中

化，山間部における人口流出の増加などによると考えます

が，当地方の交通をあずかる伊予鉄道としては，鉄道線の

社会的使命に鑑み，この横河原線の立地条件，輸送の需要，

将来性など長期的視野に立って慎重に検討しました．その

一例をあげますと，国道 11号線の交通状態をみた場合，都

心への出入口ともいうべき枝松から新立付近におきまして

は，朝夕のラッシュ時ともなりますと，各種の車が長蛇の

列をなして，そのふくそうぶりには驚かされます．近くバ

イパスが完成しましても，横河原線を電化し，都心への直

接乗り入れ大量輸送を行うことが自動車よりもはるかに利

用者へのサービスになることと確信します．

また，伊予鉄道は 1967，68の 2年間で新たに 4駅を

増設し，1968年には北久米地区，1969年には梅本地区

で分譲団地を開発するなど，積極的に沿線開発を行っ

た．その結果として横河原線の乗降客数は急増し，1981

年には高浜線と直通し，運転間隔は 15分となった．

このように，横河原線沿線では伊予鉄道によってTOD

（公共交通指向型開発）が行われ，鉄道と旧市街を軸と

したコンパクトな市街化形成が進み，モータリゼーショ

ンの流れの中で伊予鉄道は鉄道利用客を増加させるこ

とに成功した．その後，新国道 11号線の開通によって

鉄道の優位性は失われて利用客は減少し，市街地の一

部はバイパス方面へ間延びしたが，現状の市街地のほ
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凡例

国道
主要県道
伊予鉄道
JR 線

1km

松山市駅

久米駅余戸駅

旧森松線

旧石井駅

1960 年

1980 年

1975 年

1970 年

1965 年

1975 年

1980 年

1975 年

1975 年

鉄道駅から 500m以内の地域

図–9 松山市南部における DID拡大過程（1965年～1980年）

表–5 横河原線の改良過程

1967年 1月 北久米・田窪駅開業

1967年 9月 横河原線電化完了

1967年 10月 鷹ノ子駅開業

1968年 2月 福音寺駅開業

1970年 5月 牛渕団地前駅開業

1972年 6月 石手川公園駅開業

1978年 6月 横河原線 4両化

1981年 8月 高浜線との直通運転開始

とんどが形成された 1960～1980年代において伊予鉄道

が TODを行ったことは，久米地区周辺においてモー

タリゼーションに迎合したスプロールを防止したとい

える．

(5) 小結

本章では松山市南部におけるコナベーション過程を

具体的にみてきた．対象地域におけるコナベーション

過程について得られた知見は 2点ある．

1 点目は，高度経済成長期に中心市街地が拡大期に

入ったあともしばらく郊外地域において余土，石井，久

米といった地域は求心力を持ち続け，中心市街地とは

別の核を形成していた．1980年代にはいると中心市街

地と郊外地域の間はすべて市街化し，最終的にはコナ

ベーションして一体的な市街地を形成するに至った．単

純に中心市街地が拡大して周辺地域を併呑したのでは

なく，より複雑な過程を経てコナベーションしたとい

う過程を明らかにすることができた．

2点目は，鉄道ネットワークと市街地形成の関連につ

いて，鉄道の撤退した石井地区と鉄道が維持された余

土・久米両地区を比較対照することにより，鉄道網が維

持され，その利便性が担保される地域では鉄道ネット

ワーク周辺に市街地が形成され，鉄道が撤退した地域

に比べてコンパクトな市街地を形成しているという知

見を得ることができた．特に久米地区に関しては，伊予

鉄道発行の資料を援用することによって，当時TOD的

な思想のもとに市街地開発が行われていたことについ

て裏付けをすることができた．またその後のモータリ

ゼーションの進展に対してもバイパス整備を通じて都

心への車によるアクセス性も同時に確保することで良

好な居住環境が維持されたことは特筆すべきであろう．

5. まとめ

以上，本稿では松山市南部の郊外地域を取り上げ，そ

のコナベーション過程について，都市計画審議会議事

録をはじめとする歴史的資料に基づきながら国勢調査

などのデータを用いて分析を行ってきた．都市計画審

議会議事録の分析からは，都市化圧力の高まりの中で，

都市経営コストの観点からの批判もある中で市街化区

域が年々拡大されていく過程や，対象地域における道路

整備の議論の開始時期などを読み解くことができ，様々

な資料を活用して道路・鉄道ネットワークの整備過程

を精緻にたどりながらコナベーション過程を精査する

ことによって，松山市全体で市街化区域が拡大されて

いく中でスプロール的な市街地拡大が進んだ地域とそ
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うでない地域を峻別した．その上でスプロールのあま

り進行しなかった久米地域の宅地開発の歴史を紐解く

ことによって，人口増加期に伊予鉄道が公共交通機関

主導型の宅地開発を行ったことがスプロール防止にあ

る程度寄与したことを明らかにし，さらに，中心市街

地と周辺の旧町村との間の複雑なコナベーション過程

についても明らかにすることができた．特に，久米地

区における TODによるコンパクトな市街地形成とそ

れに伴う地方鉄道の復権は，当時モータリゼーション

が急速に進展していた日本の地方都市において稀有な

事例であり，現代の公共交通機関主導型コンパクトシ

ティの議論にインプリケーションを与えるものといえ

るであろう．
5
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インフラ整備政治・経済市街化区域の拡大とネットワークの変遷
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図–10 交通ネットワーク整備と市街化区域の変遷 5
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